
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成 24 年 4 月 9 日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）： 

アジアの発展途上国農村における貧困削減・緩和を目的とした各種プロジェクトの有効性を向

上させるために、在来のインフォーマルな相互扶助制度の原理の活用可能性について、実態調

査や実験ゲームの手法を用いて調査・分析し、インフォーマル制度は、予想されたより、重要

な役割を果たさないかもしれないことを明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）： 
We investigated the applicability of informal rural institutions for mutual help and 
collective action to improve the effectiveness of poverty alleviation projects by 
conducting field survey and experimental games, and found that the contributions of 
the informal institutions to planning poverty alleviation projects were less important 
than expected.  
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１．研究開始当初の背景 

貧困削減を目的とした農村開発政策は古

くから実施されてきたが成果が上がらず、そ

の理由として、開発行政の不備、途上国農村

経済についての理解が不十分であったこと、

地域間の異質性を無視した画一的なアプロ

ーチ、などが挙げられている。 

一方、現実の途上国農村においては、イン

フォーマルな制度や慣行をとおして貧困緩

和が実現している事例が数多く観察される。

そこでは、公平性、互酬性、利他性、信頼な

どの要素が、農村における協調的行動、相互

扶助的行動を喚起し、それが、完全ではない

までも、貧困緩和に貢献している。途上国に
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おける開発行政機構の脆弱性を考慮すると、

これら既存の制度や慣行を活用した貧困削

減プロジェクトを考案することが、貧困削減

に有効な戦略と考えられ、そのためには、こ

のような制度・慣行の貧困緩和メカニズムを

解明することが不可欠である。 

 

 

２．研究の目的 

本研究では、途上国農村に既に存在する、

インフォ－マルな制度・慣行が貧困緩和に寄

与するメカニズムを解明し、そこでの知見を

援助機関等による従来型の貧困削減プロジ

ェクト（灌漑施設の整備、新技術の普及、食

糧配給制度、マイクロ・ファイナンス、保健・

医療改善プログラム、エコ・ツーリズムによ

る農村振興、リスク緩和策等）を改善するた

め、いかに活用できるかについて考察し、内

発的な貧困緩和のメカニズムの利点を取り

入れたハイブリッド型貧困削減プロジェク

トについての提言を行うことを目標とする。 

 

３．研究の方法 

本研究を実施するに当たって、まず、マイ

クロ・ファイナンス（マイクロ・インシュラ

ンス）、農業技術普及、保健・医療改善プロ

ジェクト、食料配給プログラム、グリーン・

ツーリズムによる農村振興の５つの貧困削

減プログラムを選定し、アジア８カ国（イン

ド、インドネシア、カンボジア、中国、ネパ

ール、バングラデシュ、フィリピン、ラオス）

で調査・研究を実施した。調査では、各プロ

ジェクトごとに、必要に応じ、家計への聞き

取り調査、公平性の規範、互酬性、利他性、

信頼、社会関係資本等の数量指標を計測する

ための実験ゲーム、統計資料の収集を行うこ

とにより、分析に必要な情報、資料を収集し、

収集された情報、資料、および、家計調査の

個票データを用いて貧困削減プログラムの

有効性、伝統的制度・慣行による貧困緩和効

果を分析した。 

 
４．研究成果 

研究成果は、以下のとおりである。 

(1)インド・タミルナードゥ州で実施されて

いる SHGの貧困削減効果について調査を実

施し、加入率が高く融資が農業や家畜の購

入に利用されていることから、ある程度の

効果は認められるものの、最貧困家計への

影響は不透明であることが明らかとなっ

た。 

(2)インドネシア・中部ジャワ農村地帯の分

益小作慣行が、従来の、期待効用仮説に依

拠した分益小作に関するリスク・シェアリ

ング仮説では説明できないことを明らか

にし、プロスペクト理論にもとづく理論仮

説の方が、ジャワ農村の現実を、より良く

説明できることを、フィールド実験の結果

を用いて実証した。 

(3)カンボジア・タケオ州において、村レベ

ルでの募金活動（困窮者扶助のための）に

関する聞き取り調査を実施し、多くの村で

募金者の名前を記録していること、およ

び、誰でも支援対象となっていることか

ら、人々が募金に参加する主な動機が、利

他心よりは、将来の返礼も期待して、すな

わち、互酬にあることが明らかとなった。 

(4)インドネシア・中部ジャワ農村において

観察される”ROSCA”の実態を、最貧困層

の社会的ネットワーク、危険回避性向とい

う視点から説明を試み、最貧困層への融資

に関して、相互扶助的ネットワークの貢献

よりも、貧困家計のリスク回避度が、大き

な影響を持つことを明らかにした。 

(5)コーヒーの技術選択とリスク選好、時間選 

好、および、信用制約、社会的ネットワー 

クとの関係について、ラオス・ボロベン高

原で聞き取り調査を行い、収集したデータ

の分析により、コーヒーの新品種選択に当

たっては、信用制約や社会的ネットワーク

をとおした農民のリスク選好、時間選好が

、大きく影響することを明らかにした。 

(6）ショックに対する影響を緩和するためイ

ンフォーマルな融資・贈与行動について、

社会的ネットワーク、出稼ぎ、募金活動に



 

 

着目し、カンボジア・タケオ州、コンポン

スプー州で現地調査を実施し、親戚・友人

間のネットワークや村レベルの集合行為

が、リスク・プーリングに大きな役割を果

たしていることを示した。 

(7)中国の農民専業合作社による地域経営型

の農家楽を起点とした山間農村の貧困削

減戦略についての実態調査を、北京市郊外

で実施し、収集された資料・情報にもとづ

き、このような戦略が成功した要因を、社

会関係資本の蓄積という視点から明らか

にした。 

(8)インドにおけるマイクロファイナンス事

業の一つであるSHG(Self Help Group)が貧

困層の所得向上にどのような役割を果た

しているのかについて、引き続き、タミル

ナドゥ州での調査を実施し、貧困層は、SHG

から除外される傾向にあることを明らか

にした。 

(9)インド、西ベンガル州における農村家計の

資金借入行動とカースト制度との関係に

ついて、家計調査データにもとづき分析し

、カースト制度という社会制度が家計の資

金借入の制約条件になっていることを示

した。 

(10)ショックに脆弱な貧困層の食糧確保の問

題が深刻なネパールにおいて、農家レベル

の食糧安全保障に関連するデータを、実態

調査により収集し、家計レベルで食料の安

全保障達成するための条件を明らかにした

。 

(11)インドネシア中部ジャワ州農村地帯にお

いて、信頼、リスク選好、時間選好・利他

性の数量的指標を計測するために実験ゲ

ームを実施し、社会関係資本の標準的指標

である信頼指標がリスク選好、利他性との

間に有意な関係があることを明らかにし

た。 

(12)インドにおける食用穀物の公的分配シス

テムが、貧困層の栄養摂取に、どのような

影響を与えるかについて、アンドラ・プラ

デーシュ州における家計調査のデータを

利用して計量分析を行い、公的分配システ

ムによる分配への外生的制約が、穀物購入

数量に有意な影響を与えていないことを

示した。 

(13)中国北京市郊外において発展しつつある

郷村観光法人（合作社と有限会社）を比較

し、農家楽に従事する住民の割合、リーダ

ーの性格、設立の目的などが、組織形態の

相違をもたらした要因であることを明らか

にした。 

(14）中国においては、礼をはじめとする儒教

倫理にもとづく社会関係資本の蓄積が、農

地流動化の決定因として重要な役割を果た

しているという仮説を立て、中国湖南省に

おける実態調査にもとづき、社会的要因に

よる取引費用が農地流動化の阻害要因とな

っていることを明らかにした。 

(15）カンボジア農村における子供の健康・栄

養状態と、予期できない種々のショックと

の間の関係を、実態調査により収集したデ

ータにもとづき分析し、家計員の疾病や農

作物被害などのショックによる影響は認め

られず、失業や資産の盗難などの経済的シ

ョックによる影響が深刻であることを示し

た。 
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